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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　電力を利用して動作する機器で消費された消費電力と、熱を利用して動作する機器で消
費された消費熱量とを取得する取得部と、
　取得された前記消費電力と前記消費熱量とを用いて、電力および熱量の各々に関する需
要予測データを求める予測部と、
　求められた前記需要予測データを所定の関数に入力することにより、現在から一定期間
先までの各時刻について、蓄電装置の蓄電量と、蓄熱装置の蓄熱量と、前記蓄電装置およ
び前記蓄熱装置に熱を供給する熱源装置の動作制御を行うための制御パラメータとを求め
る計画部と、
　現在から一定期間先までの時刻毎に、前記計画部で求められた前記蓄電量および前記蓄
熱量の各々に前記制御パラメータが対応付けられた制御テーブルを記憶する記憶部と、
　現在の時刻情報を取得するとともに前記蓄電装置および前記蓄熱装置の各々から現在の
蓄電量および蓄熱量を取得した後、取得した前記時刻情報、前記蓄電量、および、前記蓄
熱量を用いて、前記制御テーブルの中から対象の制御パラメータを特定し、特定された前
記制御パラメータに基づいて前記蓄電装置および前記熱源装置の動作制御を行う制御部と
を備え、
　前記計画部は、所定の発電システムで生成された電力を、前記蓄電装置と前記熱源装置
とに配分するように前記制御パラメータを求め、
　前記所定の関数は、一の時刻の次の時刻における前記蓄電量と前記蓄熱量とを求めるシ
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ステム関数、および、各時刻における運転コストを求めるコスト関数から定まる関数であ
り、
　前記計画部は、前記制御パラメータを求める際に、前記一定期間に含まれる時刻である
着目時刻のそれぞれについて、前記一定期間に含まれる時刻のうち前記着目時刻より１つ
前の時刻における運転コストを最小とする制御パラメータを前記着目時刻における運転コ
ストに基づいて算出する算出方法を用いて、前記制御パラメータを求める
　需給制御装置。
【請求項２】
　前記計画部は、さらに、前記熱源装置が起動しているか否かを示す起動状態に関する情
報を求め、
　前記記憶部は、さらに、前記時刻毎に、前記起動状態に関する情報を、前記蓄電量、前
記蓄熱量および前記制御パラメータに対応付けて前記制御テーブルを記憶し、
　前記制御部は、さらに、現在の前記熱源装置の起動状態に関する情報を取得し、取得し
た前記起動状態に関する情報を用いて、前記制御テーブルの中から対象の前記制御パラメ
ータを特定する
　請求項１記載の需給制御装置。
【請求項３】
　前記予測部は、取得された前記消費電力および前記消費熱量を演算することにより、電
力および熱量の各々の前記需要予測データを求める
　請求項１記載の需給制御装置。
【請求項４】
　前記制御部は、前記制御テーブルに前記制御パラメータが格納されている各時刻の間隔
と同じ間隔、又は、各時刻の間隔よりも短い間隔で、前記蓄電装置および前記蓄熱装置の
各々から、現在の蓄電量および蓄熱量を取得する
　請求項１記載の需給制御装置。
【請求項５】
　前記制御部は、特定された前記制御パラメータの値と、制御対象の装置に設定されてい
る制御パラメータの値とが異なる場合、特定された前記制御パラメータの前記値を、前記
制御対象の装置に設定する
　請求項１記載の需給制御装置。
【請求項６】
　前記計画部は、ユーザの電力需要および熱需要に応じて、所定の発電システムで生成さ
れた電力を前記蓄電装置および前記熱源装置に配分する制御パラメータを求める
　請求項１記載の需給制御装置。
【請求項７】
　前記蓄電装置および前記熱源装置に配分される電力は、前記所定の発電システムで生成
された余剰電力である
　請求項６記載の需給制御装置。
【請求項８】
　前記計画部は、前記余剰電力を、前記熱源装置にすべて利用させる制御パラメータを生
成する
　請求項７記載の需給制御装置。
【請求項９】
　前記計画部は、前記蓄電装置の蓄電量が多いほど、より多くの前記余剰電力を前記熱源
装置に利用させる制御パラメータを生成する
　請求項７記載の需給制御装置。
【請求項１０】
　前記計画部は、前記蓄熱装置の蓄熱量が多いほど、より多くの前記余剰電力を前記蓄電
装置に蓄電させる制御パラメータを生成する
　請求項７記載の需給制御装置。
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【請求項１１】
　前記熱源装置は、ヒートポンプおよび燃料電池の少なくとも１つである
　請求項１～３、６～１０のいずれか１項に記載の需給制御装置。
【請求項１２】
　電力を利用して動作する機器で消費された消費電力と、熱を利用して動作する機器で消
費された消費熱量とを取得する取得ステップと、
　取得された前記消費電力と前記消費熱量とを用いて、電力および熱量の各々に関する需
要予測データを求める予測ステップと、
　求められた前記需要予測データを所定の関数に入力することにより、現在から一定期間
先までの各時刻について、蓄電装置の蓄電量と、蓄熱装置の蓄熱量と、前記蓄電装置、お
よび、前記蓄熱装置に熱を供給する熱源装置の動作制御を行うための制御パラメータとを
求める計画ステップと、
　現在から一定期間先までの時刻毎に、前記計画ステップで求められた前記蓄電量および
前記蓄熱量の各々に前記制御パラメータが対応付けられた制御テーブルを記憶する記憶ス
テップと、
　現在の時刻情報を取得するとともに、前記蓄電装置および前記蓄熱装置の各々から現在
の蓄電量および蓄熱量を取得した後、取得した前記時刻情報、前記蓄電量、および、前記
蓄熱量を用いて、前記制御テーブルの中から対象の制御パラメータを特定し、特定された
前記制御パラメータに基づいて前記蓄電装置および前記熱源装置の動作制御を行う制御ス
テップとを含み、
　前記計画ステップでは、所定の発電システムで生成された電力を、前記蓄電装置と前記
熱源装置とに配分するように前記制御パラメータを求め、
　前記所定の関数は、一の時刻の次の時刻における前記蓄電量と前記蓄熱量とを求めるシ
ステム関数、および、各時刻における運転コストを求めるコスト関数から定まる関数であ
り、
　前記計画ステップでは、前記制御パラメータを求める際に、前記一定期間に含まれる時
刻である着目時刻のそれぞれについて、前記一定期間に含まれる時刻のうち前記着目時刻
より１つ前の時刻における運転コストを最小とする制御パラメータを前記着目時刻におけ
る運転コストに基づいて算出する算出方法を用いて、前記制御パラメータを求める
　需給制御方法。
【請求項１３】
　サーバと、需給制御装置とを備える需給制御システムであって、
　前記サーバは、
　前記需給制御装置から、ネットワークを介して、電力を利用して動作する機器で消費さ
れた消費電力と、熱を利用して動作する機器で消費された消費熱量とを取得する第１の取
得部と、
　取得された前記消費電力と前記消費熱量とを用いて、電力および熱量の各々に関する需
要予測データを求める予測部と、
　求められた前記需要予測データを所定の関数に入力することにより、現在から一定期間
先までの各時刻について、蓄電装置の蓄電量と、蓄熱装置の蓄熱量と、前記蓄電装置、お
よび、前記蓄熱装置に熱を供給する熱源装置の動作制御を行うための制御パラメータとを
求める計画部とを備え、
　前記需給制御装置は、
　前記ネットワークを介して、求められた、前記蓄電量、前記蓄熱量および前記制御パラ
メータを取得する第２の取得部と、
　現在から一定期間先までの時刻毎に、取得された前記蓄電量および前記蓄熱量の各々に
、取得された前記制御パラメータが対応付けられた制御テーブルを記憶する記憶部と、
　現在の時刻情報を取得するとともに前記蓄電装置および前記蓄熱装置の各々から現在の
蓄電量および蓄熱量を取得した後、取得した前記時刻情報、前記蓄電量、および、前記蓄
熱量を用いて、前記制御テーブルの中から対象の制御パラメータを特定し、特定された前



(4) JP 5789792 B2 2015.10.7

10

20

30

40

50

記制御パラメータに基づいて前記蓄電装置および前記熱源装置の動作制御を行う制御部と
を備え、
　前記計画部は、所定の発電システムで生成された電力を、前記蓄電装置と前記熱源装置
とに配分するように前記制御パラメータを求め、
　前記所定の関数は、一の時刻の次の時刻における前記蓄電量と前記蓄熱量とを求めるシ
ステム関数、および、各時刻における運転コストを求めるコスト関数から定まる関数であ
り、
　前記計画部は、前記制御パラメータを求める際に、前記一定期間に含まれる時刻である
着目時刻のそれぞれについて、前記一定期間に含まれる時刻のうち前記着目時刻より１つ
前の時刻における運転コストを最小とする制御パラメータを前記着目時刻における運転コ
ストに基づいて算出する算出方法を用いて、前記制御パラメータを求める
　システム。
【請求項１４】
　電力を利用して動作する機器で消費された消費電力と、熱を利用して動作する機器で消
費された消費熱量とを、サーバがネットワークを介して需給制御装置から取得する第１の
取得ステップと、
　前記サーバが、取得された前記消費電力と前記消費熱量とを用いて、電力および熱量の
各々に関する需要予測データを求める予測ステップと、
　前記サーバが、求められた前記需要予測データを所定の関数に入力することにより、現
在から一定期間先までの各時刻について、蓄電装置の蓄電量と、蓄熱装置の蓄熱量と、前
記蓄電装置、および、前記蓄熱装置に熱を供給する熱源装置の動作制御を行うための制御
パラメータとを求める計画ステップと、
　前記需給制御装置が、前記ネットワークを介して、前記サーバから、求められた前記蓄
電量、前記蓄熱量および前記制御パラメータを取得する第２の取得ステップと、
　前記需給制御装置が、現在から一定期間先までの時刻毎に、取得された前記蓄電量およ
び前記蓄熱量の各々に、取得された前記制御パラメータが対応付けられた制御テーブルを
記憶する記憶ステップと、
　前記需給制御装置が、現在の時刻情報を取得するとともに前記蓄電装置および前記蓄熱
装置の各々から現在の蓄電量および蓄熱量を取得した後、取得した前記時刻情報、前記蓄
電量、および、前記蓄熱量を用いて、前記制御テーブルの中から対象の制御パラメータを
特定し、特定された前記制御パラメータに基づいて前記蓄電装置および前記熱源装置の動
作制御を行う制御ステップとを含む需給制御方法であって、
　前記計画ステップでは、所定の発電システムで生成された電力を、前記蓄電装置と前記
熱源装置とに配分するように前記制御パラメータを求め、
　前記所定の関数は、一の時刻の次の時刻における前記蓄電量と前記蓄熱量とを求めるシ
ステム関数、および、各時刻における運転コストを求めるコスト関数から定まる関数であ
り、
　前記計画ステップでは、前記制御パラメータを求める際に、前記一定期間に含まれる時
刻である着目時刻のそれぞれについて、前記一定期間に含まれる時刻のうち前記着目時刻
より１つ前の時刻における運転コストを最小とする制御パラメータを前記着目時刻におけ
る運転コストに基づいて算出する算出方法を用いて、前記制御パラメータを求める
　需給制御方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、電力を充放電する蓄電装置および熱を供給する熱源装置の動作制御を行うシ
ステムにおいて、当該蓄電装置および当該熱源装置の運転計画を算出する需給制御装置、
需給制御方法、および、需給制御システムに関する。
【背景技術】
【０００２】
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　従来、太陽光、風力、或いは地熱等の再生可能エネルギーを利用して住宅又はオフィス
ビル等の建物内に設けられた機器を動作させるシステムが検討されている。このシステム
では、再生可能エネルギーを利用して生成された電力を充放電する蓄電装置を備えるとと
もに、都市ガス又は大気を利用して熱を生成する熱源装置が含まれる。これらの蓄電装置
又は熱源装置を効率的に運転することにより、建物のエネルギー消費により排出されるＣ
Ｏ2を又は建物で消費される消費電力を削減することができる。
【０００３】
　すでに、いくつかの再生可能エネルギーが、建物へのエネルギーの供給に利用されてい
る。そのうちの一つが、太陽から照射される太陽光エネルギーである。太陽光エネルギー
の利用手段にはいくつか存在するが、太陽光エネルギーを直接的に電気エネルギーに変換
する場合には、太陽電池が用いられる。太陽電池を利用して、商用電力を使用する機器な
どに電力を供給するシステムは、太陽光発電システムと呼ばれる。
【０００４】
　太陽光発電システムは、太陽光のみを発電に使用するため、クリーンなエネルギーを生
成できる。しかしながら、太陽光発電システムは、天候等に影響を受け、その発電量が、
主に太陽から照射される光エネルギーにより決定されるため、建物の需要に合わせて発電
することができないという問題点がある。
【０００５】
　そこで、太陽光発電システムで発電された電力のうち、建物で使用しきれなかった電力
（余剰電力）を一時的に二次電池に蓄電し、蓄電された余剰電力を、夜間などに供給する
蓄電システムが検討されている（例えば、非特許文献１）。非特許文献１では、太陽光発
電システムの発電量および電力需要の予測値から、動的計画法を用いて充放電のパターン
を求めている。
【０００６】
　また、再生可能エネルギーの別の例として、発電と同時に発生する余熱が注目されてい
る。都市ガスなどの化石燃料を使用して発電した場合には、高効率の発電であってもＣＯ

2を排出するが、高効率の発電と同時に発生する余熱については、欧州などでは、再生可
能エネルギーとして定義されている。この余熱を活用するため、電力および熱の両方の需
要がある場所で発電するコージェネレーション（熱電併給）システムが注目されている。
そして、住宅などの建物へエネルギーを供給するために、燃料電池を用いたコージェネレ
ーションシステムが実用化されている。
【０００７】
　コージェネレーションシステムでは、電気および熱が同時に生成される。このとき、生
成された電気および熱の少なくとも一方を一旦蓄積し、需要に合わせて供給する必要があ
る。これは、建物における電気および熱の需要には、一般に、時間的なミスマッチがある
ためである。
【０００８】
　そして、コージェネレーションシステムでは、温水を用いて蓄熱することにより、比較
的安価な設備で、大量の蓄熱ができる。このため、コージェネレーションシステムは、発
電手段である燃料電池などに加えて、余熱を温水に変える熱交換器と、その温水を蓄える
設備である貯湯槽などと組み合わせて使用される。
【０００９】
　また、コージェネレーションシステムの電気および熱の供給と、電気需要および熱需要
との間には、時間的なミスマッチだけでなく、量的なミスマッチも存在する。例えば、建
物の熱需要と電気需要との比（熱電比）は、夏季と冬季では大きく異なる。一方で、燃料
電池が供給する熱電比は、季節によらずほぼ一定である。
【００１０】
　このため、燃料電池などの高効率の発電と、発電に伴った余熱とを供給する装置に、電
気を利用した熱源機を組み合わせることが考えられる。熱を生成するために電気を利用す
る熱源機としては、ヒートポンプ技術の普及が望まれている。ヒートポンプは、低温の熱
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源として大気熱や地熱を使用するが、これらは、再生可能エネルギーとして定義されてい
る。
【００１１】
　ここで、コージェネレーションシステム又はヒートポンプなどの複数の熱源機の運転計
画を行う方法として、特許文献１の方法が開示されている。特許文献１は、蓄熱槽を有す
るエネルギー供給設備の運転計画システムに関しての文献であり、熱需要の予測に基づき
、非特許文献１と同じく、動的計画法を用いて熱源機の運転計画を行う。なお、特許文献
３も適宜参照されたい。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１２】
【特許文献１】特許第３７６３７６７号公報
【特許文献２】特開２００１－３５５５１４号公報
【特許文献３】特開２００５－８６９５３号公報
【非特許文献】
【００１３】
【非特許文献１】Bakirtzis, A.G.; Dokopoulos, P.S., "Short term generation schedu
ling in a small autonomous system with unconventional energy sources," Power Sys
tems, IEEE Transactions on, vol.3, no.3, pp.1230-1236, Aug 1988
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１４】
　しかしながら、上記従来技術、或いは、上記従来技術の組み合わせでは、熱の需給と電
気の需給とが個別に最適化（制御）されるため、例えば、太陽光発電システムの余剰電力
を、熱に変換して蓄熱するという計画はできない。その結果、蓄電した電気を、後ほど、
熱源機で熱に変えた場合には、余剰電力を直接、熱に変えて蓄熱した場合に比べて、充電
および放電での電力のロスが余分に発生する。また、蓄電システムに用いられている二次
電池には、充放電回数の寿命がある。そのため、不必要な充放電の回数が増加することに
より蓄電池の寿命を短くしてしまう可能性がある。
【００１５】
　本発明は、このような事情を顧みてなされたものであり、その目的は、電気および熱な
どの複数のエネルギー蓄積手段がある場合にも、運転コストを低減できる需給制御装置、
需給制御方法、および、需給制御システムを提供することである。
【課題を解決するための手段】
【００１６】
　上記の課題を解決するために、本発明の一実施の態様に係る需給制御装置は、電力を利
用して動作する機器で消費された消費電力と、熱を利用して動作する機器で消費された消
費熱量とを取得する取得部と、取得された前記消費電力と前記消費熱量とを用いて、電力
および熱量の各々に関する需要予測データを求める予測部と、求められた前記需要予測デ
ータを所定の関数に入力することにより、現在から一定期間先までの各時刻について、蓄
電装置の蓄電量と、蓄熱装置の蓄熱量と、前記蓄電装置および前記蓄熱装置に熱を供給す
る熱源装置の動作制御を行うための制御パラメータとを求める計画部と、現在から一定期
間先までの時刻毎に、前記計画部で求められた前記蓄電量および前記蓄熱量の各々に前記
制御パラメータが対応付けられた制御テーブルを記憶する記憶部と、現在の時刻情報を取
得するとともに、前記蓄電装置および前記蓄熱装置の各々から現在の蓄電量および蓄熱量
を取得した後、取得した前記時刻情報、前記蓄電量、前記蓄熱量を用いて、前記制御テー
ブルの中から対象の制御パラメータを特定し、特定された前記制御パラメータに基づいて
、前記蓄電装置および前記熱源装置の動作制御を行う制御部とを備える。そして、前記計
画部は、所定の発電システムで生成された電力を、前記蓄電装置と前記熱源装置とに配分
するように前記制御パラメータを求める。
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【発明の効果】
【００１７】
　このような構成により、電気と熱などの複数のエネルギー蓄積手段がある場合にも、運
転コストを十分に小さくすることができる。
【００１８】
　例えば、余剰電力からの熱が、比較的長い時間（図６における、７時すぎから、１９時
頃までの時間などを参照）、蓄熱されて、余剰電力のエネルギーの（大きな）ロスが生じ
るのが回避され、余剰電力の利用効率を向上でき、運転コストを小さくできる。また、余
剰電力のうちの、充電に用いられる第１の電力、および、残りの熱の発生に用いられる第
２の電力を適切な電力量に配分できる。
【図面の簡単な説明】
【００１９】
【図１】図１は、実施の形態１におけるエネルギー需給システムの構成図である。
【図２】図２は、実施の形態１における需給制御装置の構成図である。
【図３】図３は、実施の形態１における制御テーブルの例を示す図である。
【図４】図４は、実施の形態１での、エネルギー需給システムの処理の流れを示すシーケ
ンス図である。
【図５】図５は、実施の形態２におけるエネルギー供給システムの全体構成例を示す図で
ある。
【図６】図６は、実施の形態２におけるベクトルｓtの軌跡を示す図である。
【図７】図７は、エネルギー需給システムにおける制御テーブルの例を示す図である。
【図８】図８は、機器ごとに複数のテーブルに分割した制御テーブルの例を示す図である
。
【図９】図９は、従来の運転計画での処理を説明する図である。
【図１０】図１０は、本需給制御装置における運転計画での処理を説明する図である。
【図１１】図１１は、需給制御装置のフローチャートである。
【図１２】図１２は、制御パラメータを算出する処理のフローチャートである。
【図１３】図１３は、エネルギー需給システムの構成図である。
【図１４】図１４は、エネルギー需給システムの詳細を示す構成図である。
【図１５】図１５は、エネルギー需給システムでの処理の流れを示すシーケンス図である
。
【発明を実施するための形態】
【００２０】
　本発明の一実施の形態に係る需給制御装置は、蓄電装置（蓄電システム１０２）の電力
を利用して動作する機器で消費された消費電力と、蓄熱装置（貯湯槽１０５）の熱を利用
して動作する機器で消費された消費熱量とを取得する取得部（取得部２０１ｇ）と、取得
された前記消費電力と前記消費熱量とを用いて、電力および熱量の各々に関する需要予測
データを求める予測部（予測処理部２０１ｈ）と、求められた前記需要予測データ（ｘ0,

t）を所定の関数（Ｕ：数１０）に入力することにより、現在から一定期間先までの各時
刻について、前記蓄電装置の蓄電量（図７第２列）と、前記蓄熱装置の蓄熱量（第３列）
と、前記蓄電装置および前記蓄熱装置に熱を供給する熱源装置（ヒートポンプ１０４など
）の動作制御を行うための制御パラメータ（第４、５列）とを求める計画部（需給計画部
２００）と、現在から一定期間先までの時刻毎に、前記計画部で求められた前記蓄電量お
よび前記蓄熱量の各々に前記制御パラメータが対応付けられた制御テーブル（制御テーブ
ル２０３）を記憶する記憶部と、現在の時刻情報（情報２０４ｔ）を取得するとともに、
前記蓄電装置および前記蓄熱装置の各々から現在の蓄電量および蓄熱量（ｓt）を取得し
た後、取得した前記時刻情報、前記蓄電量、前記蓄熱量を用いて、前記制御テーブルの中
から、対象の制御パラメータ（ｕt）を特定し、特定された前記制御パラメータに基づい
て、前記蓄電装置および前記熱源装置の動作制御を行う制御部（需給制御部２０４）とを
備える。そして、前記計画部は、所定の発電システム（需給制御装置１００が設置された
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住宅に設けられた太陽光発電システム１０１）で生成された電力を、前記蓄電装置と前記
熱源装置とに配分するように前記制御パラメータを求める。
【００２１】
　また、求められる需要予測データ（ｘ0,t）の少なくとも１つは、例えば、ある時刻に
おける、閾値よりも大きい熱量の熱の需要を特定する需要予測データでもよい。
【００２２】
　つまり、例えば、その需要予測データが求められることにより、その需要予測データの
時刻が、大きな熱量の熱の需要の時刻（例えば、図６における、１９時頃での、夜の給湯
の時刻など）として特定されてもよい。
【００２３】
　そして、例えば、特定された時刻から比較的近い過去の時刻（図６における、１３時～
１７時での、午後の時刻など）について求められる制御パラメータは、余剰電力（におけ
る、（第１の閾値よりも）大きな割合の部分）で、熱の発生をさせる制御パラメータなど
でもよい。
【００２４】
　なお、この点については、図６における、「午後は主に蓄熱」の語なども参照されたい
。
【００２５】
　そして、特定された時刻から比較的遠い過去の時刻（７時すぎから、１３時過ぎにおけ
る、午前中の時刻など）について求められる制御パラメータは、例えば、余剰電力（の大
きな割合の部分）で、熱の発生をさせない制御パラメータなどである。
【００２６】
　なお、この点については、図６における、「午前中は蓄電」の語なども参照されたい。
【００２７】
　これにより、例えば、大きな熱の需要の時刻（「夜の給湯の時刻」を参照）から近い過
去（午後）では、余剰電力（の大きな割合）での発熱がされる。これにより、余剰電力が
、熱として利用され、充電以外の他の用途でも、余剰電力のエネルギーが利用され、十分
に、余剰電力の利用ができる。
【００２８】
　ひいては、余剰電力での充電が少なくされ、蓄電システム１０２の劣化などの、余剰電
力の利用による弊害が小さくできる。
【００２９】
　しかも、大きな熱の需要の時刻から遠い過去（午前）では、余剰電力（の大きな割合）
での発熱がされない。これにより、遠い過去の時刻（午前）からの、長い時間（例えば、
朝の７時すぎから、夜の１９時まえまでなどの時間）の蓄熱で、余剰電力のエネルギーの
（大きな）ロスが生じるのが回避される。これにより、余剰電力が利用される効率が高く
されて、効率が高くできる。
【００３０】
　これにより、用途が少ないことによる弊害（蓄電システム１０２の劣化など）の回避と
、余剰電力の利用の効率の高さとが両立できる。
【００３１】
　なお、こうして、余剰電力の利用の効率が高くされるなどにより、コスト（需給制御シ
ステムの運転コスト）が小さくできる。
【００３２】
　なお、例えば、取得部２０１ｇと、予測処理部２０１ｈとが含まれてなる需要予測部２
０１が設けられてもよい。
【００３３】
　なお、例えば、建物における、電力および熱それぞれの需要を示す需要予測データを取
得する需要予測部（需要予測部２０１、図１１のＳ１１）と、前記需要予測部により取得
された前記需要予測データを用いて、蓄電部（蓄電システム１０２）により蓄電された電



(9) JP 5789792 B2 2015.10.7

10

20

30

40

50

力の蓄電量（図７の第２列等参照）と、蓄熱部（貯湯槽１０５）により蓄熱された熱の蓄
熱量（図７の第３列）とに対応する、前記蓄電量と前記蓄熱量とのそれぞれを蓄積もしく
は供給させる（それぞれのエネルギー蓄積量を変化させる制御を行う）エネルギー機器（
エネルギー機器１０２ｘ（１０２ｙ）、又はエネルギー機器１０２ｘ（１０２ｙ）の一部
）を制御するための制御パラメータ（図７の第４列～第５列（図３の第５列～第７列等）
）を計算する需給計画部（需給計画部２００、図１１のＳ１３）と、前記蓄電量と前記蓄
熱量との組をインデックスとして（図７の第２列、第３列）、当該蓄電量と当該蓄熱量に
対応する、前記需給計画部により計算された前記制御パラメータ（図７の第４列～第５列
）を記憶する制御テーブル（制御テーブル２０３、図１１のＳ１４）とを備える需給制御
装置（需給制御装置１００）も開示される。
【００３４】
　なお、ここで、「エネルギー機器」は、複数の機器を含んだエネルギー機器群（例えば
、蓄電システム１０２、ヒートポンプ１０４、燃料電池１０３の全体）であってもよいし
、１つの機器（例えば、ヒートポンプ１０４）のみから構成されてもよい。
【００３５】
　なお、需要予測部は、需要予測データ以外の他のデータから需要予測データを算出する
演算を行うことにより、その演算の演算結果として需要予測データを取得してもよい。
【００３６】
　また、需要予測部の外部（例えば、本需給制御装置の外部）から当該需要予測部に需要
予測データを入力することにより、外部から当該需要予測部に需要予測データを取得して
もよい。
【００３７】
　これにより、蓄電部（第１のエネルギー蓄積部）によって、電力（第１のエネルギー）
が蓄電量（第１のエネルギー蓄積量）だけ蓄電（蓄積）される。また、蓄熱部（第２のエ
ネルギー蓄積部）により、熱（第２のエネルギー）が蓄熱量（第２のエネルギー蓄積量）
だけ蓄熱（蓄積）される。そして、エネルギー機器（エネルギー機器１０２ｘ、１０２ｙ
参照）により、それぞれのエネルギー蓄積量を変化させる制御が行われる。変化させると
は、そのエネルギー蓄積量を増加させることと、低下させることとの少なくとも一方を行
うことである。増加させるとは、増加分だけ、更に蓄積させることである。また、低下さ
せるとは、供給先へとそのエネルギーを供給させることである。
【００３８】
　なお、エネルギー機器が、「前記蓄電量と前記蓄熱量とのそれぞれ（のエネルギー蓄積
量）を蓄積もしくは供給させる」とは、増加分を更に蓄積させて、そのエネルギー蓄積量
を増加させ、又は、供給先に供給を行わせて、そのエネルギー蓄積量を低下させることを
いう。つまり、エネルギー機器が、それぞれのエネルギー蓄積量を変化させることをいう
。
【００３９】
　そして、制御パラメータが、需給計画部により計算され、蓄電量及び蓄熱量に対応付け
て制御テーブルにより記憶され、２つのエネルギー蓄積量の制御に用いられる。
【００４０】
　なお、需要予測部は、需要予測データ以外の他のデータから需要予測データを算出する
演算を行うことにより、その演算の演算結果として需要予測データを取得してもよいし、
需要予測部の外部（例えば、本需給制御装置の外部）から当該需要予測部に需要予測デー
タを入力することにより、外部から当該需要予測部に需要予測データを取得してもよい。
【００４１】
　より具体的には、前記エネルギー機器（エネルギー機器１０２ｘ等）は、当該蓄電部の
前記蓄電量を増加させる充電を当該蓄電部に行う前記蓄電部（蓄電システム１０２）と、
前記蓄熱部の蓄熱量を増加させる熱を発生させるヒートポンプ（ヒートポンプ１０４）や
、燃料電池（燃料電池１０３）などの、熱源機とを含んでもよい。
【００４２】
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　そして、前記制御パラメータは、前記充電の充電量を特定する第１の制御パラメータ（
図７の第４列）と、熱源機が前記ヒートポンプの場合には前記ヒートポンプにより用いら
れる電力量を特定する第２の制御パラメータ（第５列）とを含んでもよい。
【００４３】
　そして、前記需要予測部は、前記建物における電力と熱とのそれぞれの需要を特定する
需要予測データを取得し、前記需給計画部は、前記需要予測部により取得された前記需要
予測データから、前記蓄電量と前記蓄熱量とに対応する、第１および第２の２つの前記制
御パラメータ（図７の第４列、第５列）を生成してもよい。
【００４４】
　そして、前記制御テーブルは、前記蓄電量（第２列）と、前記蓄熱量（第３列）と、当
該蓄電量および当該蓄熱量に対応する２つの前記制御パラメータ（第４列、第５列）との
対応関係（図７の各行）を記憶してもよい。
【００４５】
　そして、当該需給制御装置は、現在の前記蓄電量および前記蓄熱量に対して、前記制御
テーブルに記憶された前記対応関係が対応付ける第１の前記制御パラメータ（第４列）に
より示される充電量で、前記蓄電部に充電を行わせ、対応付ける第２の前記制御パラメー
タ（第４列）により示される電力量の電力で、熱の発生を前記ヒートポンプに行わせる需
給制御部（需給制御部２０４）を備えてもよい。
【００４６】
　なお、第２の制御パラメータは、前記熱源機により熱の発生に用いられる電力量を特定
する。
【００４７】
　具体的には、前記熱源機は、ヒートポンプおよび燃料電池のうちの一方でもよい。
【００４８】
　そして、第２の制御パラメータは、ヒートポンプによって用いられることにより、熱が
発生する電力量を特定する第３の制御パラメータ（図３の第７列）と、燃料電池によって
用いられることにより、熱が発生する電力量を特定する第４の制御パラメータ（図３の第
６列）とのうちの、その一方の機器に対応する方の制御パラメータであってもよい。
【００４９】
　また、前記熱源機は、ヒートポンプと、燃料電池の両方を含み、前記第２の制御パラメ
ータは、前記第３の制御パラメータおよび前記第４の制御パラメータの両方を含んだ全体
であってもよい。
【００５０】
　そして、前記需給計画部は、複数の時刻（図７の第１列）のそれぞれについて、その時
刻における、第１および第２の２つの前記制御パラメータ（第４列、第５列）を生成して
もよい。
【００５１】
　そして、前記制御テーブルは、前記複数の時刻のそれぞれについて、その時刻（第１列
）と、その時刻における、第１および第２の２つの前記制御パラメータ（第４列、第５列
）との対応関係（図７の各行）を記憶してもよい。
【００５２】
　そして、前記需給制御部は、第１および第２の２つの前記制御パラメータ（第４列、第
５列）を、２つの当該制御パラメータに対して、記憶された当該対応関係が対応付ける時
刻（第１列）に用いてもよい。
【００５３】
　なお、対応付ける時刻に用いるとは、対応付ける時刻と厳密に同一の時刻に用いること
でもよいし、対応付ける時刻の近傍の時刻で用いることでもよい。
【００５４】
　以下、本発明の実施の形態について、図面を参照しながら説明する。
【００５５】
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　（実施の形態１）
　図１は、実施の形態１におけるエネルギー供給システムの構成例を示している。
【００５６】
　本エネルギー供給システムは、住宅或いはオフィスビルなどの建物に設置される。そし
て、電力で動作する機器（電力負荷）に電力が供給され、給湯器などの温水を使用する機
器（給湯負荷）および温水の熱により暖房を行う機器（暖房負荷）に、電力および温水の
２つのエネルギーが供給される。
【００５７】
　図１のエネルギー供給システムは、太陽光発電システム１０１、蓄電システム（蓄電池
システム）１０２、燃料電池１０３、ヒートポンプ１０４、および、貯湯槽１０５を備え
る。また、本エネルギー供給システムは、分電盤１２０、電力メータ１２１、ガスメータ
１２２、および、水道メータ１２３を備える。さらに、本エネルギー供給システムは、こ
れらを効率的に動作させるため需給制御装置１００を備える。
【００５８】
　太陽光発電システム１０１は、太陽光のエネルギーを、直接的に電気エネルギーに変換
することで発電するシステムである。発電した電力は、分電盤１２０へ供給される。なお
、太陽光発電システム１０１の発電量は、太陽から照射される光エネルギーで決まり、需
給制御装置１００からは制御できない。
【００５９】
　なお、太陽光発電システム１０１は、図１には示していないが、例えば、建物の屋根に
設置される太陽電池パネル、および、太陽電池の直流電力を交流電力に変換するパワーコ
ンディショナにより構成される。
【００６０】
　蓄電システム１０２は、太陽光発電システム１０１の電力が建物の需要を上回る場合な
どに充電し、建物の電力が不足している時に放電する。
【００６１】
　なお、図１の蓄電システム１０２は、分電盤１２０に接続されており、太陽光発電シス
テム１０１の電力を充電できるだけでなく、燃料電池１０３で発電された電力、又は、電
力会社から建物に供給される電力も充電できる。
【００６２】
　なお、蓄電システム１０２も、一般的な蓄電システムであってもよい。一般に、蓄電シ
ステム（蓄電システム１０２）の接続先とその形態には、太陽光発電システム（太陽光発
電システム１０１）のパワーコンディショナ（先述）に、直流で接続する方法と、分電盤
（分電盤１２０）に交流で接続する方法とが考えられる。
【００６３】
　なお、パワーコンディショナおよび分電盤（分電盤１２０）のどちらに接続する場合で
も、電気を蓄える手段には、鉛蓄電池やリチウムイオン電池などの二次電池が用いられる
。二次電池の充放電電流は直流であるため、分電盤（分電盤１２０）に接続する場合には
、双方向インバータのような直流と交流とを相互に変換する手段が加えて必要である。
【００６４】
　燃料電池１０３は、ガス会社から供給される都市ガスを燃料として、電力および温水を
供給する。燃料電池１０３が発電した電力は、太陽光発電システム１０１による電力と同
様に、分電盤１２０へ供給される。貯湯槽１０５からは、低温の水が、燃料電池１０３の
熱交換器に供給される。燃料電池１０３は、発電を行うとともに、その発電で発生する熱
を熱交換器で回収することにより温水を生成する。そして、燃料電池１０３は、生成した
温水を貯湯槽１０５に送り返す。
【００６５】
　なお、用いられる電解質材料などにより、燃料電池１０３の運転温度が異なるため、貯
湯槽１０５に送り返す水温も燃料電池１０３の方式により異なる。一般住宅への普及が見
込まれている固体高分子形燃料電池の動作温度は、８０～１００℃で、生成される温水は
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６０～７０℃が一般的である。また、常温状態からの発電開始には、加熱のためのエネル
ギー投入および起動時間が必要である。
【００６６】
　ヒートポンプ１０４は、冷媒の膨脹時の吸熱現象で、低温の熱源である大気から熱を吸
収し、圧縮時の発熱現象で、温水を生成する。図１に示すように、ヒートポンプ１０４は
、分電盤１２０に接続される。これは、ヒートポンプ１０４で熱が生成される場合、冷媒
の圧縮に電気を使用するためである。貯湯槽１０５からは、燃料電池１０３と同様に、低
温の水が、ヒートポンプ１０４の圧縮側の熱交換器に供給される。そして、ヒートポンプ
１０４は、圧縮時の発熱の熱を回収して温水を生成し、生成した温水を貯湯槽１０５に送
り返す。
【００６７】
　貯湯槽１０５は、燃料電池１０３およびヒートポンプ１０４で生成した温水を一旦蓄え
る。そして、貯湯槽１０５は、住宅の給湯負荷又は暖房負荷が必要とするときに、蓄えた
温水を供給する。貯湯槽１０５は、燃料電池１０３およびヒートポンプ１０４から供給さ
れた熱量を測定する一次側熱量計１３１と、給湯負荷および暖房負荷へ供給した熱量を測
定する二次側熱量計１３２とを備える。
【００６８】
　なお、貯湯槽１０５は、温水を蓄える蓄熱タンクを備えるが、この蓄熱タンクから放熱
ロスが生じるため、一次側熱量計１３１および二次側熱量計１３２の計測熱量の差分が、
蓄熱量に一致しない。図示していないが、貯湯槽１０５には、温水を蓄える蓄熱タンクの
１箇所もしくは複数箇所に温度センサが取り付けられ、貯湯槽１０５は、それらの１以上
温度センサからの情報に基づいて実際の蓄熱量を推定する。
【００６９】
　なお、設置スペースに制約があることが多い住宅用の貯湯槽では、蓄熱タンクには、水
の温度による比重の差を用いて低温の水と高温の水とを成層して蓄える温度成層型が多く
用いられる。
【００７０】
　なお、この場合、燃料電池１０３およびヒートポンプ１０４には、タンク下部の低温の
水が供給され（一次側送水）、燃料電池１０３およびヒートポンプ１０４から戻された温
水（一次側温水もしくは一次側復水）が、タンク上部に格納される。
【００７１】
　一次側熱量計１３１が計測する熱量は、一次側送水の熱量を０とした、一次側復水の熱
量である。そのため、一次側熱量計１３１は、一般に、一次側送水の水温を測る水温計、
一次側復水の水温を測る水温計と、これらの流量を測る流量計、および、測定値から熱量
を計算する演算手段など、複数の手段から構成される。
【００７２】
　給湯負荷には、タンク上部の温水が供給（二次側温水もしくは二次側送水）され、同量
の水道水（市水）がタンク下部に補給される。
【００７３】
　暖房負荷は、温水の熱のみを必要とするため、その熱交換器に、タンク上部の温水が供
給（二次側温水もしくは二次側送水）され、その熱交換器で放熱して低温になった水（二
次側復水）が、タンク下部に戻される。
【００７４】
　二次側熱量計１３２が計測する熱量は、市水もしくは二次側復水の熱量を０とした二次
側送水の熱量である。
【００７５】
　分電盤１２０は、電気を安全に使用するために必要なブレーカを有する。電力負荷には
、この分電盤１２０から電力が供給される。また、分電盤１２０は、電力センサ１３３を
備えている。電力センサ１３３は、需給制御装置１００から制御できない、電力負荷の消
費電力と、太陽光発電システム１０１の発電量とを各々測定する。
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【００７６】
　なお、需給制御装置１００は、後述するように、電力負荷の消費電力から太陽光発電シ
ステム１０１の発電量を差し引いた値を電力需要として予測してもよい。需給計画に用い
る必要がある予測データは、本実施例の場合、太陽光発電システム１０１の発電量で賄い
きれない電力需要量、又は、余剰電力量のみでよいためである。したがって、電力負荷に
よる消費電力と、太陽光発電システム１０１の発電量との差分のみが測定されてもよい。
【００７７】
　電力メータ１２１、ガスメータ１２２、および、水道メータ１２３は、電力会社、ガス
会社、および、水道局から購入する電力、都市ガス、および、水道水の量をそれぞれ計測
する。
【００７８】
　ここで、計測された値に、単価もしくはＣＯ２排出係数などを乗算して積算したものが
、建物の運転コスト（経済コスト、環境コスト）となる。この運転コストの低減が、需給
制御装置１００の主要な目的となる。
【００７９】
　需給制御装置１００は、分電盤１２０の電力センサ１３３と、貯湯槽１０５の二次側熱
量計１３２とから取得した過去の需要データを用いて、現在時刻以降の電力および温水と
の２つのエネルギーのそれぞれに対する需要を予測する。なお、電力に関しては、太陽光
発電システム１０１による発電量を差し引いて予測する。
【００８０】
　また、需給制御装置１００は、電力メータ１２１から、電力価格が動的に変動する場合
などに、その電力価格などを取得する。
【００８１】
　また、需給制御装置１００は、蓄電システム１０２および貯湯槽１０５の各々から、電
気および温水のエネルギー蓄積量を取得し、燃料電池１０３から燃料電池１０３の起動状
態を取得する。
【００８２】
　需給制御装置１００は、取得したこれらの情報を用いて、蓄電システム１０２、燃料電
池１０３、および、ヒートポンプ１０４に対して、その発電量や消費電力もしくは起動／
停止などを定期的に制御する。
【００８３】
　図２は、需給制御装置１００の構成を示す図である。
【００８４】
　需給制御装置１００は、需給計画部２００、需要予測部２０１、システムモデル入力部
２０２、制御テーブル２０３および需給制御部２０４を備える。
【００８５】
　なお、需給制御装置１００の全部又は一部は、例えば、ＣＰＵ、ＲＡＭ、ＲＯＭなどを
備えるコンピュータである。そして、需給計画部２００等のそれぞれは、このコンピュー
タによりプログラムが実行されることによって、需給制御装置１００に実現される機能の
機能ブロックであると理解されてもよい。
【００８６】
　需要予測部２０１は、取得した過去の需要データを用いて、現在時刻ｔから一定時間先
の時刻Ｔまでのそれぞれの時刻のエネルギー需要を、供給しているエネルギーごとに予測
する（図１１のＳ１１）。そして、需要予測部２０１は、予測されたエネルギー需要を、
需給計画部２００に入力する。
【００８７】
　予測の手法にはいろいろあるが、特許文献２には、回帰モデルによる手法が開示されて
いる。　つまり、需要予測部２０１は、例えば、回帰モデルを用いた需要予測の演算方法
により、エネルギー需要を特定（算出など）してもよい。
【００８８】
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　なお、需要予測部２０１は、その他の方法により、エネルギー需要を特定してもよい。
その他の方法としては、公知の方法又はありふれた方法など、当業者が容易に思い付く方
法などでもよいし、更なる改良発明が適用された方法などでもよい。　例えば、算出され
るエネルギー需要の日の前日における、エネルギー（電力等）の消費量が特定されてもよ
い。そして、特定された、前日の消費量と同じ消費量の需要が、算出がされる日のエネル
ギー需要として特定されてもよい。
【００８９】
　システムモデル入力部２０２は、エネルギー供給システムの振る舞いを表現したシステ
ム関数と、運転コストを計算するコスト関数とをそれぞれ生成して、生成されたシステム
関数およびコスト関数を各々需給計画部２００へ入力する（図１１のＳ１２）。なお、シ
ステムモデル入力部２０２は、システム関数等を需給計画部２００に入力するのに先立ち
、予め、これらシステム関数等をシステムモデル入力部２０２に保持しておいてもよい。
なお、システム関数およびコスト関数の詳細については後述する。
【００９０】
　需給計画部２００は、需要予測部２０１により当該需給計画部２００に入力された需要
予測、および、システムモデル入力部２０２により当該需給計画部２００に入力されたシ
ステム関数を用いる。
【００９１】
　そして、需給計画部２００は、これら需要予測およびシステム関数を用いて、本エネル
ギー供給システムの動作をシミュレーションする。具体的には、需給計画部２００は、シ
ステムモデル入力部２０２から当該需給計画部２００に入力されたコスト関数の値が最小
となるように、各機器の制御パラメータを、一定期間先まで計算する。
【００９２】
　そして、需給計画部２００は、計算された制御パラメータを、制御テーブル２０３に格
納する（図１１のＳ１３）。なお、需給計画部２００の原理および動作の詳細については
、後述する。
【００９３】
　制御テーブル２０３は、需給計画部２００が計算した結果を保持する（図１１のＳ１４
）。
【００９４】
　各機器に設定すべき制御パラメータは、時刻（図３の第１列）と、その時刻の時点での
エネルギーの蓄積量（第２列の蓄電量、第３列の蓄熱量）と、機器の起動状態（第４列）
とに依存する。
【００９５】
　そこで、時刻とエネルギーの蓄積量と、機器の起動状態とを離散化し、これらの組をイ
ンデックスとして、インデックスに対応した制御パラメータを制御テーブル２０３として
記憶する。
【００９６】
　図３は、制御テーブル２０３の例を示す。
【００９７】
　需給制御部２０４は、制御テーブル２０３に格納されている時刻ステップ、もしくは、
それよりも短い時刻ステップで、各機器から、エネルギーの蓄積量（第２列、第３列）と
、起動状態（第４列）とを取得する。そして、需給制御部２０４は、制御テーブル２０３
を参照し、現在時刻および取得した情報に基づいて、設定すべき制御パラメータを特定す
る。
【００９８】
　特定した制御パラメータが、各機器に現在設定されている値と異なる場合には、新たな
制御パラメータとして、特定された制御パラメータを各機器に設定する（図１１のＳ１５
）。
【００９９】
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　適切な制御パラメータは、時刻と、エネルギーの蓄積量と、機器の起動状態とに依存す
る。しかし、需給計画時の時刻ステップ内の２つの時刻間での時間的な誤差は、十分に小
さく、無視しても差し支えない。そこで、需給計画時の時刻ステップよりも短い周期で、
エネルギーの蓄積量と、機器の起動状態と、制御テーブル２０３とを参照して、制御パラ
メータを更新することで、需給計画時の時刻ステップのステップ（ステップの幅）を大き
くすることが考えられる。つまり、参照および更新が短い周期でされば、需給計画でのス
テップの幅を大きくして、需給計画での計算量を削減しようとした場合にも、計算量の削
減による、運転コストへの影響を小さくすることができる。
【０１００】
　すなわち、需給計画時の時刻ステップ内における、一の時刻における適切な制御パラメ
ータのみが格納され、その時刻ステップ内における他の時刻でも、その制御パラメータが
用いられる。これにより、演算処理量を軽減できる。他方、需給計画時の時刻ステップの
幅は十分に小さい。このため、一の時刻での適切な制御パラメータは、他の時刻での適切
な制御パラメータに対する差が小さく、他の時刻での適切な制御パラメータと実質的に同
一とみなせる。このため、他の時刻でも、適切とみなせる制御パラメータが利用され、運
転コストの低下が回避されるなどして、高い性能が維持できる。これにより、高い性能の
維持と、処理の簡単さとを両立できる。
【０１０１】
　図４は、実施の形態１の処理のシーケンス図である。
【０１０２】
　Ｓｈ１では、消費電力、消費熱量の情報の送信が行われ、Ｓｊ１では、需給制御装置１
００が、送信された情報を受信する。Ｓｊ２では、需給制御装置１００が、受信された情
報から、需要予測データを生成する。Ｓｊ３では、需給制御装置１００が、生成された需
要予測データに基づいて、制御パラメータを生成する。Ｓｊ４では、需給制御装置１００
が、生成された制御パラメータを、制御テーブル２０３に記憶する。Ｓｊ５では、需給制
御装置１００が、記憶された制御パラメータを送信して、その制御パラメータによる制御
を行う。Ｓｉ１では、行われる制御に基づいた動作が、制御を受けるヒートポンプ１０４
等により行われる。
【０１０３】
　次に、システムモデル入力部２０２で生成されるもしくは保持されるシステム関数およ
びコスト関数について説明する。
【０１０４】
　なお、数式での表記を簡単にするため、エネルギー供給システムにおいて、エネルギー
を蓄積する機器と、起動にエネルギーが必要な機器（図１では蓄電システム１０２、貯湯
槽１０５、燃料電池１０３のＮ＝３）を、機器ｎ（１≦ｎ≦Ｎ）と表記する。
【０１０５】
　そして、需給制御装置１００から制御可能な機器（図１では蓄電システム１０２、燃料
電池１０３、ヒートポンプ１０４のＭ＝３）を、機器ｍ（１≦ｍ≦Ｍ）で表記する。なお
、システム関数およびコスト関数のそれぞれは、離散時間での関数である。
【０１０６】
　システム関数は、エネルギー供給システムの振る舞いを表現する関数である。
【０１０７】
　具体的には、システム関数は、ある時刻ｔの時刻ステップ開始時点における、エネルギ
ー蓄積量、および、起動にエネルギーが必要な機器の起動状態と（ｓt）、各機器へ与え
る制御パラメータと（ｕt）、時刻ｔにおける需要予測値と（ｘ0,t）から、時刻ステップ
の終了時（すなわち時刻ｔ＋１の時刻ステップの開始時点）の、エネルギー蓄積量や起動
状態（つまりｓt+1）を計算する関係式（下記の数１におけるＦ）の関数である。
【０１０８】
　なお、例えば、システムモデル入力部２０２は、エネルギー供給システムの構成、およ
び、構成に含まれる機器の動作モデルから、システム関数Ｆを求める。また、実際に稼働
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させたデータから学習してシステム関数Ｆを求めてもよいし、予め保持していてもよい。
【０１０９】
　なお、以降での表記を簡単にするため、システム関数Ｆを、下記の方程式で表記するが
、需給計画部２００に入力するのは、Ｆ（・）を計算するサブルーティンなどであっても
よい。
【０１１０】
【数１】

【０１１１】
　ここで、ベクトルｓt（ｓt+1）は、エネルギーを蓄積もしくは起動にエネルギーが必要
な機器ｎ（１≦ｎ≦Ｎ）における、離散時刻ｔ（ｔ＋１）の時刻ステップ開始時点におけ
る、エネルギー蓄積量もしくは起動状態の値ｓn,t（ｓn,t+1）を要素とする。
【０１１２】
　つまり、時刻ｉ（＝ｔ、ｔ＋１）における、機器ｎの状態（蓄電量、蓄熱量、起動/停
止）が、値ｓn,iにより示される。
【０１１３】
　そして、ベクトルｓiにより、エネルギー供給システムにおける、Ｎ個の機器ｎ（機器
１、機器２、…機器Ｎ）の全体の状態が示される（１≦ｎ≦Ｎ）。
【０１１４】

【数２】

【０１１５】
　ベクトルｕtは、需給制御装置１００から制御可能な機器ｍ（１≦ｍ≦Ｍ）の、時刻ｔ
における制御パラメータｕm,tを要素とする。
【０１１６】

【数３】

【０１１７】
　ベクトルｘ0,tは、時刻ｔにおける、各供給エネルギーに対する、需要予測部２０１に
得られた需要予測値を要素とする。したがって、需要予測部２０１が需給計画部２００に
入力する予測データの全体は、それぞれの時刻での当該ベクトルを含んでいるので、下記
のベクトル系列（数４）で表記する。
【０１１８】

【数４】

【０１１９】
　コスト関数は、ある時刻ｔの時刻ステップ開始時点での、エネルギー蓄積量および起動
状態と（ｓt）、各機器へ与える制御パラメータと（ｕt）、時刻ｔにおけるエネルギー需
要の予測値と（ｘ0,t）から、その時刻ステップにおける運転コストを計算する関数（下
記の数５におけるＰＣ）である。
【０１２０】
　システムモデル入力部２０２は、コスト関数ＰＣを、エネルギー供給システムの構成、
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および、その構成に含まれる機器のエネルギー消費モデル、および、電力会社やガス会社
の料金表を用いて求める。コスト関数は、下記の記号ＰＣで表記するが、システムモデル
入力部２０２が需給計画部２００に入力するのは、ＰＣ（・）を計算するサブルーティン
であってもよい。
【０１２１】
【数５】

【０１２２】
　なお、コスト関数が計算する運転コストは、経済的なコストではなく、環境的なコスト
でもよい。この場合には、料金表ではなく、ＣＯ２の排出係数などを用いる。また、満充
電に近い場合に更に充電しようとした場合には、それによる電池の寿命劣化分を、運転コ
ストに加えてもよい。
【０１２３】
　なお、システム関数、コスト関数のパラメータの設定の仕方については、例えば、以下
の通りである。
【０１２４】
　ここで、時刻ｔにおける蓄電システム１０２の蓄電量をｓ１,ｔとする。そして、貯湯
槽１０５の蓄熱量を、ｓ2,ｔとする。そして、蓄電池システムに与える制御パラメータ(
単位時間あたりの充電量で、負の場合には、放電を意味する)を、ｕ１,ｔとする。そして
、燃料電池に与える制御パラメータ（単位時間あたりの発電量）をｕ２,ｔとする。そし
て、ヒートポンプに与える制御パラメータ（単位時間あたりの消費電力量）をｕ３,ｔと
する。そして、太陽光発電システム１０１の発電量を差し引いた電気の需要予測をｘelec

0,tとする。そして、熱の需要予測を、ｘheat
0,tとする。そうすると、数１は、以下のよ

うに記述することができる。
【０１２５】
【数６】

【０１２６】
　なお、Ｒは、燃料電池の熱電比（単位時間あたりの熱回収量を発電量で割ったもの）、
Ｃは、ヒートポンプのＣＯＰ（Ｃｏｅｆｆｉｃｉｅｎｔ　Ｏｆ Ｐｅｒｆｏｒｍａｎｃｅ
）とし、簡単のために、何れも定数とし、各機器の起動時間・起動ロスも、無視できると
している。
【０１２７】
　また、数５は以下のように記述することができる。
【０１２８】
【数７】

【０１２９】
　なお、Ｌは、電力価格、Ｍは、太陽電池の発電コスト（ガス価格を発電効率で割ったも
の）とし、簡単のために定数と仮定している。
【０１３０】
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　なお、設定されるパラメータは、例えば、上述の仕方で設定されたパラメータではなく
、上述の仕方による方法以外の他の方法で設定されたパラメータなどでもよい。
【０１３１】
　つまり、他の方法は、例えば、公知の方法、ありふれた方法などの、当業者が容易に思
い付く方法などでもよいし、改良発明が適用された方法などでもよい。
【０１３２】
　次に、実施の形態１における需給計画の原理について説明する。まず、時刻ｔのエネル
ギーの蓄積量と、機器の起動状態をベクトルｓtとした場合、時刻ｔから時刻Ｔ（ｔ＜Ｔ
）までに発生するコストの最小値ＴＣ（ｔ，ｓt）は下記で表現される。
【０１３３】
【数８】

【０１３４】
　上記の式は、ベルマンの最適性の原理から、以下のように漸化式に変形できる。この漸
化式を用いることで、需給計画部２００は、制御テーブル２０３を生成することができる
。
【０１３５】
【数９】

【０１３６】
　需給計画部２００の動作を説明する。需給計画部２００は、メモリ上に、ＴＣのテーブ
ルを用意し、ＴＣ（Ｔ＋１，ｓT+1）を０に初期化する。その後、上記の漸化式を用いて
、時刻ＴからＴ－１，Ｔ－２，・・・，ｔ＋１，ｔまで、ＴＣ（・）を計算する。
【０１３７】
　また、制御テーブル２０３をＵ（ｔ，ｓt）で表すとして、需給計画部２００は、ＴＣ
（・）の計算と同時に、下記の値を、制御テーブル２０３に設定する（図１２のＳ２１、
Ｓ２２、Ｓ２３：Ｙｅｓ）。
【０１３８】
【数１０】

【０１３９】
　なお、ここで、数９における右辺のminutの記号は、記号右側（中括弧の中）を最小に
するｕtを与えた場合のその最小値を表す。
【０１４０】
　また、数１０の右辺のargminutは、その最小値を与えるｕtの値を表す。
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【０１４１】
　なお、計算結果をＴＣ（Ｔ＋１，ｓt）、Ｕ（Ｔ＋１，ｓt）の配列に格納するには、ベ
クトルｓtの値は離散化する必要がある。ベクトルｓtの要素を均等に分割してもよいし、
タイルコーディングなどの、多次元のベクトル空間を効率的に離散化する手法を用いても
よい。また、Ｆ（・）、ＰＣ（・）が、線形モデル、もしくは、凸な関数で与えられない
場合には、制御パラメータｕtも離散化して、その組合わせで計算する。また、初期化す
るＴＣ（Ｔ＋１，ｓT+1）の値を０とせずに、時刻Ｔの時刻ステップ終了時点で蓄積して
いるエネルギーおよび起動状態の価値（小さい値が高価値）の見積りを設定してもよい。
【０１４２】
　（実施の形態２）
　図５に、実施の形態２におけるエネルギー供給システムの構成例を示す。実施の形態２
のエネルギー供給システムは、図１には存在した燃料電池１０３が存在しないことが、実
施の形態１と異なる。ここでは、エネルギー機器１０２ｙは、蓄電システム１０２とヒー
トポンプ１０４とで構成されるものとする。
【０１４３】
　実施の形態１では、蓄電量、蓄熱量、および、燃料電池の起動状態の３次元のベクトル
（図３の第２～第４列参照）であったベクトルｓtは、実施の形態２では、燃料電池が存
在しないことにより、蓄電量および蓄熱量の２次元のベクトル（図７の第２～第３列参照
）となる。
【０１４４】
　この場合、２次元のベクトルの軌跡は、図示することが容易である。そこで、横軸に蓄
電量、縦軸に蓄熱量とした、実施の形態２におけるベクトルｓtの軌跡を図６に示す。
【０１４５】
　図６は、５人家族の、ある日本家庭における、３月に実測した需要（電力需要９．５ｋ
Ｗｈ／日、給湯需要４３ＭＪ／日）に基づいて、図５のエネルギー供給システムが供給し
た場合の、３日の蓄電量および蓄熱量の推移を、計算機によりシミュレーションした結果
を示す。
【０１４６】
　なお、３月は、暖房期および冷房期の間の中間期であり、冷暖房機器を殆ど必要としな
い時期である。
【０１４７】
　なお、太陽光発電システムは４ｋＷ級（１日平均の発電量は約４ｋＷ×１２％×２４ｈ
＝１１．５２ｋＷｈ）、蓄電池システムの容量は５ｋＷｈ、貯湯槽の容量は５５ＭＪ相当
（放熱ロスは１５分当たり０．１％）、ヒートポンプの効率ＣＯＰ（Ｃｏｅｆｆｉｃｉｅ
ｎｔ　Ｏｆ　Ｐｅｒｆｏｒｍａｎｃｅ）は４．８である。
【０１４８】
　この３日間では、いずれの日においても、太陽光発電システム１０１で発生した余剰電
力は、午前中には蓄電システム１０２で蓄電され、午後からは、ヒートポンプ１０４で温
水に変えられ、貯湯槽１０５で蓄熱されている。
【０１４９】
　そして、日暮れ後には、太陽光発電システム１０１の電力で蓄えた電気および温水が、
団欒時の電力および、入浴時の給湯に利用されている。
【０１５０】
　なお、太陽光発電システム１０１で発生した余剰電力を、蓄電システム１０２が先に蓄
電し、後から蓄熱しているため、夜の大きな給湯需要までに発生する放熱ロスも最小に抑
えられている。
【０１５１】
　一方で、従来技術では、太陽光発電システム１０１の余剰電力は、蓄電システム１０２
で蓄電され、ヒートポンプ１０４は、深夜電力などで稼働して、蓄熱することしかできな
かった。
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【０１５２】
　図６では、太陽光発電システム１０１の余剰電力が、蓄電および蓄熱に最適に配分され
ており、本発明により、その目的を達成し得ることが示されている。
【０１５３】
　図７は、図５のエネルギー需給システム（実施の形態２）における制御テーブル２０３
の例を示す図である。
【０１５４】
　なお、図８のように、機器ごとに複数のテーブル（テーブル２０３ａ、テーブル２０３
ｂ）に分割してもよい。
【０１５５】
　従来の動的計画法を用いた手法では、図９の（ａ）欄の様に、通常の時間方向のシミュ
レーションを行って、発生した運用コストを積み上げる。次に、時間とは逆向きに、運用
コストが最小になるパスをたどって、運転計画を確定（バックトラック）する。そのため
、図９の（ｂ）欄のように、確定された運転計画と、現在時刻における、エネルギーの蓄
積量とが異なった場合には、再度、その時点の蓄積量から開始して、運転計画をやり直す
必要がある。
【０１５６】
　本需給制御装置の手法では、数９に基づき、図１０の（ａ）欄のように、逆向きに時間
を進めながら、シミュレーションを行うことで、現在時刻以降に発生する運用コストを積
み上げる。
【０１５７】
　同時に、数１０に基づき、現在時刻以降に発生する運用コストが最小になる制御パラメ
ータを、各時点、および、各エネルギーの蓄積量（および機器の運転状態）ごとに、制御
テーブル２０３に格納する。
【０１５８】
　ここで、従来手法のバックトラックに相当する処理は、実時間で行う。このため、計画
時と、実際の需要とが異なった場合などにおいても、コストの積み上げ計算をやり直す必
要はなく、現在の蓄積量などに基づき、制御テーブル２０３を参照すればよい。
【０１５９】
　すなわち、需給制御装置１００は、エネルギー供給システムに設けられる。
【０１６０】
　このエネルギー供給システムは、建物において発生する余剰電力を発電する太陽光発電
システム１０１と、発生した前記余剰電力（の一部）を蓄電する蓄電システム１０２と、
電力を用いて、貯湯槽１０５に蓄熱される熱を発生させる熱源機（燃料電池１０３、ヒー
トポンプ１０４）とを備える。
【０１６１】
　なお、このエネルギー供給システムは、例えば、ＨＥＭＳ（Ｈｏｍｅ　Ｅｎｅｒｇｙ　
Ｍａｎａｇｅｍｅｎｔ　Ｓｙｓｔｅｍ）におけるシステムである。ここで、ＨＥＭＳは、
現在、技術開発が進められているシステムである。需給制御装置１００は、ＨＥＭＳの制
御装置の全部又は一部などであってもよい。
【０１６２】
　しかし、余剰電力のエネルギーを蓄電により蓄えると、充放電時の電力ロス、蓄電シス
テム１０２の劣化、蓄電システム１０２の蓄電の限界量による蓄電の失敗などの弊害が生
じる恐れがある。
【０１６３】
　そこで、需給制御装置１００は、需給計画部２００（図２）と、需給制御部２０４とを
備える。これにより、需給計画部２００が、余剰電力が発生する場合において、発生した
余剰電力を、蓄電システム１０２に蓄電させるのでなく、熱源機に供給させて、供給され
た余剰電力を熱源機に用いさせる制御パラメータ（図７の第５列参照）を生成する。そし
て、需給制御部２０４が、生成されたこの制御パラメータを用いることにより、余剰電力
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を熱源機に用いさせる。
【０１６４】
　これにより、余剰電力の蓄電が回避され、余剰電力が蓄電に用いられることによる、電
力のロスなどの、上記の各種弊害が回避できる。
【０１６５】
　より具体的には、需給計画部２００は、蓄電システム１０２による蓄電量（図７の第２
列）と、貯湯槽１０５による蓄熱量（第３列）とに対応した電力量の余剰電力（第５列）
を特定し、特定された（電力量の）余剰電力を前記熱源機に供給させる前記制御パラメー
タを生成してもよい。
【０１６６】
　そして、需給制御部２０４は、制御テーブル２０３により記憶された、蓄電量および蓄
熱量と、その蓄電量および蓄熱量に対応した制御パラメータとの対応関係（図７の各行）
に基づいた動作をしてもよい。つまり、当該対応関係に基づいて、現在の蓄電量および蓄
熱量に対して、記憶された当該対応関係が対応させる制御パラメータを用いてもよい。
【０１６７】
　更に具体的には、例えば、需給計画部２００は、より多い蓄電量（図７の第２列）に対
応する制御パラメータ（第５列）として、より大きい余剰電力を熱源機に供給させる制御
パラメータを生成してもよい。つまり、これにより、蓄電量が多いほど、より多くの余剰
電力が、発熱に用いられてもよい。これにより、蓄電量が多く、十分である場合には、よ
り多くの発熱がされて、十分な蓄電量と十分な蓄熱量とが、確実に両立できる。
【０１６８】
　また、需給計画部２００は、より多い蓄熱量（第３列）に対応する制御パラメータ（第
５列）として、より小さい余剰電力を熱源機に供給させる制御パラメータを生成してもよ
い。つまり、これにより、蓄熱量が多いほど、より少ない余剰電力が、発熱に用いられて
もよい。これにより、蓄熱量が多く、十分である場合には、より多く蓄電がされて、十分
な蓄熱量と、十分な蓄電量とが、より確実に両立できる。
【０１６９】
　そして、より具体的には、需給計画部２００は、複数の時刻（図７の第１列）のそれぞ
れについて、その時刻における制御パラメータ（第５列）を生成してもよい。そして、制
御テーブル２０３は、それぞれの時刻について、その時刻と、その時刻の制御パラメータ
との対応関係を記憶してもよい。そして、需給制御部２０４は、記憶された当該対応関係
が、制御パラメータに対応付ける時刻において、その制御パラメータを用いてもよい。
【０１７０】
　また、需給計画部２００は、より具体的には、次の動作をしてもよい。
【０１７１】
　つまり、その動作は、制御パラメータ（図７の第５列）に対応する時刻（第１列）、つ
まり、余剰電力が発生する時刻が、その余剰電力を用いて発生する熱が用いられる時刻（
例えば、図６における日暮れ後）の近傍ではない場合（図６における午前中の場合）に行
われてもよい。
【０１７２】
　つまり、その場合には、用いられる時刻が近傍でないその余剰電力を、熱源機に（所定
量よりも多くは）用いさせない制御パラメータを生成してもよい（図６の「午前中は蓄電
」のラベルを参照）。
【０１７３】
　そして、需給計画部２００は、用いられる時刻が近傍である場合には（図６における午
後の場合には）、用いられる時刻が近傍である、その余剰電力を、前記熱源機に（所定量
より多く）用いさせる制御パラメータを生成してもよい（「午後は主に蓄熱」のラベルを
参照）。
【０１７４】
　つまり、需給制御装置１００は、需給計画部２００と、需給制御部２０４とを備える。



(22) JP 5789792 B2 2015.10.7

10

20

30

40

50

需給計画部２００は、余剰電力が発生することを特定し、特定された場合には、発生した
余剰電力を、熱の発生に用いさせる第２の制御パラメータ（図７の第５列）を生成する。
そして、需給制御部２０４は、生成された第２の制御パラメータを用いることにより、発
生する余剰電力を、熱の発生に用いさせる。
【０１７５】
　具体的には、需給計画部２００は、発生する余剰電力の全体の電力量のうちの、熱の発
生に用いられるべき分の電力量（第５列）を特定し、特定される電力量だけの第２の余剰
電力（第５列）を、熱の発生に用いさせる第２の制御パラメータ（第５列）を生成しても
よい。なお、第２の余剰電力は、例えば、当該第２の余剰電力と、残りの電力量だけの第
１の余剰電力（第４列）とを含んでなる、全体の余剰電力のうちの、特定された電力量だ
けの電力である。そして、需給制御部２０４は、生成された第２の制御パラメータを用い
ることにより、第２の余剰電力を、熱の発生に用いさせてもよい。
【０１７６】
　なお、需給計画部２００は、特定した電力量を示す第２の制御パラメータを生成しても
よい。需給制御部２０４は、全体の余剰電力の電力量のうちで、生成された第２の制御パ
ラメータにより示される電力量だけの電力を、第２の余剰電力として、熱の発生に用いさ
せてもよい。
【０１７７】
　そして、需給計画部２００は、蓄電システム１０２の蓄電量（図７の第２列）と、貯湯
槽１０５の蓄熱量（第３列）とに対応した電力量を、第２の余剰電力の前記電力量（第５
列）として特定してもよい。そして、需給制御部２０４は、現在の蓄電量および蓄熱量が
、第２の余剰電力の電力量が特定される基礎の蓄熱量及び電力量と同一である場合に、生
成された第２の制御パラメータ（第５列）を用いて、第２の余剰電力を、熱の発生に用い
させてもよい。
【０１７８】
　そして、需給制御装置１００は、制御テーブル２０３を備えてもよい。需給計画部２０
０は、余剰電力が発生する、将来の時刻（第１列）を特定してもよい。制御テーブル２０
３は、生成された前記第２の制御パラメータ（第５列）と、時刻（第１列）とを記憶して
もよい。例えば、記憶される時刻は、当該第２の制御パラメータ（第５列）によって熱の
発生に用いられる第２の余剰電力が太陽光発電システム１０１で発生する時刻等である。
需給制御部２０４は、第２の制御パラメータが、現在の時刻と同一の時刻に対応付けて記
憶された制御パラメータである場合に、当該第２の制御パラメータを用いて、その時刻（
第１列）に発生する第２の余剰電力を、熱の発生に用いさせてもよい。
【０１７９】
　また、制御テーブル２０３は、記憶される第２の制御パラメータ（第５列）に、当該第
２の制御パラメータが生成された基礎の蓄電量（第２列）及び蓄熱量（第３列）を対応付
けて記憶してもよい。需給制御部２０４は、現在の蓄電量及び蓄熱量が、記憶された蓄電
量及び蓄熱量と同一である場合に、記憶された当該蓄電量及び蓄熱量に対応付けて記憶さ
れた第２の制御パラメータ（第５列）を用いて、第２の余剰電力を、熱の発生に用いさせ
てもよい。
【０１８０】
　また、需給計画部２００は、前記第２の余剰電力を、熱の発生に用いさせる第２の前記
制御パラメータ（第５列）と共に、第１の制御パラメータ（第４列）を生成してもよい。
例えば、生成される第１の制御パラメータは、上述された第１の余剰電力を蓄電システム
１０２に蓄電させる制御のための制御パラメータである。需給制御部２０４は、生成され
た第１の制御パラメータを用いることにより、第１の余剰電力を蓄電させてもよい。
【０１８１】
　なお、需給計画部２００は、蓄電量および蓄熱量に対応した第１の制御パラメータを生
成してもよい。例えば、制御テーブル２０３により、蓄電量、蓄熱量、及び時刻に対応付
けて、第１の前記制御パラメータ及び第２の前記制御パラメータが記憶されてもよい。そ
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して、需給制御部２０４により、現在の蓄電量等と同一の蓄電量等に対応付けて記憶され
た第１及び第２の制御パラメータがそれぞれ用いられてもよい。
【０１８２】
　なお、需要予測部２０１は、太陽光発電システム１０１により発電される電力に対する
需要を特定することにより、発電される電力のうちの、特定される需要以外の残りの電力
を全体の余剰電力と特定する需要予測データを取得してもよい。需給計画部２００は、需
要予測データにより特定される、上述された、全体の余剰電力の全部又は一部（第２の余
剰電力）を、熱の発生に用いさせる第２の制御パラメータを生成してもよい。
【０１８３】
　需要予測部２０１は、将来の時刻における需要を特定する需要予測データを取得しても
よい。需給計画部２００は、取得された需要予測データにより需要が特定された時刻を、
余剰電力が発生する時刻と特定することにより、その時刻における、全体の余剰電力の一
部又は全部（第２の余剰電力）を、熱の発生に用いさせる第２の制御パラメータを生成し
てもよい。
【０１８４】
　制御テーブル２０３は、需要が需要予測データにより特定された時刻を、生成された制
御パラメータ（第１の制御パラメータ及び／又は第２の制御パラメータ）に対応付けて記
憶してもよい。需給制御部２０４は、現在の時刻が、記憶された、需要予測データの基礎
の時刻と同一である場合に、記憶された当該時刻に対応付けて記憶された制御パラメータ
を用いてもよい。
【０１８５】
　なお、例えば、需給計画部２００は、第２の余剰電力の電力量（第５列）として、蓄電
量（第２列）が、所定量よりも少ない第１の蓄電量である間には（図６の午前中）、第１
の電力量を特定してもよい。そして、所定量よりも多い第２の蓄電量である間には（図６
の午後）、第１の電力量よりも多い第２の電力量を特定してもよい。これにより、蓄電量
が多いほど、より多くの電力量の余剰電力が、発熱に用いられてもよい。これにより、蓄
電量が多く、十分な場合には、多くの電力が発熱に用いられ、より確実に、十分な蓄電量
と十分な蓄熱量とが両立できる。
【０１８６】
　また、例えば、需給計画部２００は、第２の余剰電力の電力量として、蓄熱量（第３列
）が、所定量（余剰電力が発生する時刻の近傍内での、熱の需要量）よりも少ない第１の
蓄熱量である間には（図６の午後）、比較的多い第２の電力量を特定してもよい。そして
、所定量（需要量）よりも多い第２の蓄熱量である間には（図６の午前中）、比較的少な
い第１の電力量を特定してもよい。これにより、（需要に対する相対的な）蓄熱量が多い
ほど（午前中の場合には）、少ない電力量の余剰電力が発熱に用いられてもよい。これに
より、（相対的な）蓄熱量が多く、十分な場合には、多くの電力が蓄電に用いられ、より
確実に、十分な蓄電量と十分な蓄熱量とが両立できる。
【０１８７】
　なお、このように、第２の余剰電力の電力量を特定する処理の一例が示される。第１の
余剰電力の電力量を特定する処理も、これに対応する処理であってもよい。
【０１８８】
　なお、第２の制御パラメータは、図３の表における、第７列の制御パラメータ（第３の
制御パラメータ）であると理解されてもよい。第２の余剰電力は、図３の第７列の電力量
の電力と理解されてもよい。
【０１８９】
　他方、第２の制御パラメータは、複数のパラメータを含んだ全体と理解されてもよい。
例えば、第２の制御パラメータは、図３の表における、第７列の制御パラメータ（第３の
制御パラメータ）と、第８列の制御パラメータ（第４の制御パラメータ）とを含んだ全体
と理解されてもよい。第２の余剰電力は、第７列の電力量と、第６列の電力量との全体の
電力量の電力と理解されてもよい。なお、このような第２の制御パラメータは、含まれる



(24) JP 5789792 B2 2015.10.7

10

20

30

40

50

それぞれの制御パラメータにより電力量を示すことにより、示されるそれら複数の電力量
の和を、熱の発生に用いられるべき電力量として特定する。
【０１９０】
　こうして、建物に電気や熱などのエネルギーを供給するシステムにおいて、特に複数の
エネルギー蓄積手段を有する場合、および、動的に電気料金が変動する場合において、発
電機や熱源機などのエネルギー機器を適切に制御することができる。つまり、建物におけ
る、電力と熱とのそれぞれの需要を示す需要予測データを取得する需要予測部２０１と、
前記需要予測データを用いて、蓄電部の蓄電量と、蓄熱部の蓄熱量とに対応する制御パラ
メータを計算する需給計画部２００と、前記蓄電量等をインデックスとして、前記制御パ
ラメータを記憶する制御テーブル２０３とを備える需給制御装置１００が用いられる。
【０１９１】
　なお、需給制御装置１００は、需給制御装置１００が設置された住宅に設けられたネッ
トワーク１００Ｎ（図１）を介して通信をしてもよい。
【０１９２】
　このネットワーク１００Ｎは、例えば、ホームエリアネットワークでもよいし、無線Ｌ
ＡＮ（Local Area Network）のネットワークでもよいし、有線のＬＡＮのネットワークな
どでもよい。
【０１９３】
　また、ネットワーク１００Ｎは、コントローラエリアネットワーク（CAN：Controller 
Area Network）でもよいし、BACNet（Building Automation and Control Networking pro
tocol）のネットワークなどでもよい。
【０１９４】
　つまり、例えば、このネットワーク１００Ｎを介して、需給制御装置１００により、上
述された、蓄電システム１０２からの、蓄電量の取得などの、機器からの、情報の受信が
行われてもよい。
【０１９５】
　また、例えば、このネットワーク１００Ｎを介して、需給制御装置１００により、上述
された、ヒートポンプ１０４への、制御パラメータの送信などの、機器への、情報の送信
が行われてもよい。
【０１９６】
　なお、現在の時刻を示す時刻情報２０４ｔ（図２）が需給制御部２０４により取得され
てもよい。
【０１９７】
　つまり、取得される時刻情報２０４ｔは、例えば、タイマー、時計などにより生成され
た情報などでもよい。
【０１９８】
　なお、時刻情報２０４ｔが取得される時計等は、例えば、需給制御装置１００に設けら
れてもよい。
【０１９９】
　なお、先述のように、ヒートポンプ１０４などの、その機器が、停止をしている停止状
態では、エネルギー（熱など）の発生をしない一方で、停止をしていない起動状態では、
エネルギーを発生をさせる機器が設けられてもよい。
【０２００】
　そして、先述のように、発生されるエネルギー（熱など）の、将来における需要が特定
されてもよい（需要予測部２０１）。
【０２０１】
　つまり、ある時刻における需要として、（閾値よりも）大きな熱量の熱の需要が特定さ
れて、大きな熱の需要のある時刻が特定されてもよい。
【０２０２】
　なお、上述の閾値は、例えば、０でもよい。
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【０２０３】
　そして、例えば、停止状態のときの制御パラメータとして、停止状態を継続させて、余
剰電力を、その機器に配分しない制御パラメータが生成されてもよい。
【０２０４】
　つまり、配分しないとは、例えば、全く配分しないことでもよいし、（閾値より）多く
を配分しないことなどでもよい。
【０２０５】
　つまり、例えば、時刻が、大きな需要の時刻よりも比較的遠い過去の時刻である場合な
どに、その時刻の制御パラメータとして、余剰電力を、その機器に（全く）配分しない制
御パラメータが生成されてもよい。
【０２０６】
　そして、比較的近い過去の時刻である場合には、その時刻の制御パラメータとして、余
剰電力（の少なくとも一部）を、その機器に配分する制御パラメータが生成されてもよい
。
【０２０７】
　これにより、（大きな）需要の時刻が遠い場合には配分がされず、需要がないのに配分
がされて、不適切な配分がされてしまうのが回避され、適切な配分ができる。
【０２０８】
　しかも、需要の時刻が近い場合には配分がされて、その需要の時刻における、エネルギ
ーの利用がより適切に行える。
【０２０９】
　なお、例えば、需要の時刻に近い時刻に配分された余剰電力（の少なくとも一部）は、
その機器（ヒートポンプ１０４）の暖機に用いられる電力などでもよい。
【０２１０】
　これにより、その需要の時刻までに暖機がされて、暖機が開始される時刻が遅くなるの
が回避されて、その需要での、発生したエネルギーの利用が開始されるのが遅くなるのが
回避できる。
【０２１１】
　なお、単なる細部については、例えば、単なる、公知の技術が、ありふれた手法で流用
されたけに過ぎない処理等が行われてもよい。
【０２１２】
　なお、流用される公知の技術は、例えば、先述された各公知文献の技術などでもよい。
【０２１３】
　なお、先述のように、ある時刻における、一方の制御パラメータ（例えば、図３におけ
るデータ２０３Ａの制御パラメータを参照）が算出されると共に、その時刻と同じ時刻に
おける、他方の制御パラメータ（データ２０３Ｂの制御パラメータなどを参照）も算出さ
れてもよい。
【０２１４】
　そして、一方の制御パラメータは、需要の予測が当たった場合に用いられる制御パラメ
ータでもよい。
【０２１５】
　そして、他方の制御パラメータは、予測当たらなかった場合に用いられる制御パラメー
タでもよい。
【０２１６】
　つまり、予測が当たらない場合に用いられる他方の制御パラメータも算出され（需給計
画部２００）、記憶されてもよい。
【０２１７】
　そして、予測が当たらなかった場合などに、記憶された他方の制御パラメータが用いら
れてもよい。
【０２１８】
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　つまり、例えば、当たったか否かが不明である期間が終わり、当たらなかったものと特
定されるよりも前に、予め、他方の制御パラメータの算出がされてもよい。
【０２１９】
　これにより、その特定がされた後に、他方の制御パラメータが算出されて、制御パラメ
ータの計算が再びされて、再計算がされる必要がなく、処理が簡単にできる。
【０２２０】
　つまり、これにより、例えば、他方の制御パラメータが用いられることが開始するのが
遅れることが回避できる。
【０２２１】
　そして、例えば、先述された通り、時間が進む向き（順方向）の順序とは逆向き（逆方
向）の順序）で、それぞれの制御パラメータの算出がされてもよい。
【０２２２】
　つまり、例えば、逆方向の順序での算出により、上述されたようにして、予め、他方の
制御パラメータが算出されてもよい。
【０２２３】
　つまり、先に、比較的遅い時刻（例えば図３における、時刻ｔ＝２）の制御パラメータ
が算出され、その算出の後に、比較的早い時刻（時刻ｔ＝１など）の制御パラメータが算
出されてもよい。
【０２２４】
　すなわち、制御パラメータが計算される順序が、上述された、遅い時刻（時刻ｔ＝２）
から、早い時刻（時刻ｔ＝１）への方向の順序でもよい。
【０２２５】
　つまり、計算の順序は、未来（時刻ｔ＝３）から過去（時刻ｔ＝２）への向きの、過去
（時刻ｔ＝２）から未来（時刻ｔ＝３）への向きの方向（順方向）とは逆向きの逆方向で
もよい。
【０２２６】
　すなわち、研究・開発における、シミュレーション、実験、理論的分析などを通じて、
このような逆方向の順序での算出の方が、順方向の順序での算出よりも、比較的適切であ
るのが想定された。
【０２２７】
　つまり、逆方向の順序での算出では、算出のための計算量が比較的少なくて、比較的適
切であることが想定された。
【０２２８】
　また、逆方向の順序での算出では、算出に要するメモリ容量が比較的少なくて、比較的
適切であることも想定された。
【０２２９】
　なお、例えば、制御パラメータ（例えば、時刻ｔ＝２の制御パラメータ）が算出される
際には、その算出よりも先にされた、制御パラメータ（例えば、時刻ｔ＝３の制御パラメ
ータ）の算出の処理で得られた情報が用いられる。
【０２３０】
　このため、用いられる情報は、逆方向での算出がされる場合には、その制御パラメータ
の時刻（ｔ＝２）よりも遅い時刻（ｔ＝３）の制御パラメータの算出で得られた、より遅
い時刻（ｔ＝３）の情報である。
【０２３１】
　一方で、用いられる情報は、仮に、順方向での算出がされてしまうならば、より早い時
刻（ｔ＝１）の情報である。
【０２３２】
　つまり、シミュレーションなどを通じて、逆方向の算出がされることにより、用いられ
る情報が、より遅い時刻（ｔ＝３）の情報にできるために、逆方向の算出の方がより適切
であることが想定された。
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【０２３３】
　そして、仮に、順方向での算出がされてしまえば、用いられる情報が、より早い時刻（
ｔ＝１）の情報で、比較的不適切であることが想定された。
【０２３４】
　なお、順方向での計算がされてもよい。
【０２３５】
　これにより、時間の向きと同じ向きでの算出がされて、算出の処理が人間に分かり易く
され、その処理のプログラミングなどが簡単にされ、比較的容易に、需給制御装置１００
の設計などができる。
【０２３６】
　（実施の形態３）
　図１３は、実施の形態３に係るエネルギー需給システムのシステム構成図である。
【０２３７】
　図１４は、本エネルギー需給システムの詳細を示す構成図である。
【０２３８】
　図１３および図１４に示すように、実施の形態３のエネルギー供給システムは、実施の
形態１および実施の形態２に構成とは別に、サーバ（クラウドサーバ、最適需給装置、第
１の需給制御装置）１００ａと、需給制御装置（第２の需給制御装）３００とが設けられ
、サーバ１００ａと需給制御装置３００とが通信回線１００ｎを介して接続される。
【０２３９】
　実施の形態３では、図１３および図１４に示すように、需要の予測（図４のＳｊ２、後
述される図１５のＳｓ２など参照）、および、制御パラメータの生成（Ｓｊ３、Ｓｓ３）
は、需給制御装置３００では行われず、サーバ１００ａで行われる。
【０２４０】
　そして、需給制御装置３００と、サーバ１００ａとの間の通信が適宜行われ（Ｓｒ２お
よびＳｓ１、Ｓｓ４およびＳｒ３などを参照）、サーバ１００ａは生成した制御パラメー
タを需給制御装置３００に送信する。需給制御装置３００は受信した制御パラメータを制
御テーブルとして記憶して各機器の動作制御を行う。
【０２４１】
　実施の形態３は、これらの点などにおいて、実施の形態１等に対して相違する。
【０２４２】
　なお、サーバ１００ａは、例えば、需給制御装置３００を製造したメーカのサーバなど
でもよい。
【０２４３】
　図１５は、エネルギー需給システムにおける処理の流れを示す図である。
【０２４４】
　サーバ１００ａは、需給制御装置３００から、ネットワーク１００ｎ（図１３、図１４
）を介して、蓄電システム１０２の電力を利用して動作する機器で消費された消費電力と
、貯湯槽１０５の熱を利用して動作する機器で消費された消費熱量とを取得する第１の取
得部２０１ｇを備えてもよい（Ｓｒ２、Ｓｓ１）。
【０２４５】
　また、通信部を用いて、この取得がされてもよい。その通信部は、例えば、送信および
受信のそれぞれの通信を行う送信手段３０１（図１４）の一部などでもよい。
【０２４６】
　なお、例えば、取得される消費熱量等は、需給制御装置３００により、二次側熱量計１
３２などから取得された情報などである（Ｓｐ１、Ｓｒ１）。
【０２４７】
　なお、ネットワーク１００ｎの一部または全部は、例えば、インターネットなどでもよ
い。
【０２４８】
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　そして、サーバ１００ａは、予測処理部２０１ｈと、需給計画部２００とを備えてもよ
い。
【０２４９】
　つまり、予測処理部２０１ｈは、取得された消費電力と消費熱量とを用いて、電力およ
び熱量の各々に関する需要予測データを求めてもよい（Ｓｓ２）。
【０２５０】
　そして、需給計画部２００は、求められた需要予測データを所定の関数に入力すること
により、現在から一定期間先までの各時刻について、蓄電システム１０２の蓄電量と、貯
湯槽１０５の蓄熱量と、蓄電システム１０２、および、貯湯槽１０５に熱を供給する熱源
装置（ヒートポンプ１０４など）の動作制御を行うための制御パラメータとを求めてもよ
い（Ｓｓ３）。
【０２５１】
　つまり、例えば、蓄電量、蓄熱量および制御パラメータの組合わせの複数個のなかから
、取得された需要予測データに対応する適切な（制御パラメータが含まれる）組合わせが
求められ（特定され）てもよい。
【０２５２】
　つまり、蓄熱量および蓄電量の両方が互いに同じである、複数個の組合わせのなかから
、取得された需要予測データの需要が将来、生じる際に適切な制御パラメータが含まれる
組合わせが特定されてもよい。
【０２５３】
　そして、需給制御装置３００は、受信手段３０２と、制御テーブル（最適制御テーブル
）２０３ａと、需給制御部２０４とを備えてもよい。
【０２５４】
　そして、受信手段３０２は、ネットワーク１００ｎを介して、求められた、蓄電量、蓄
熱量および制御パラメータを取得してもよい（Ｓｒ３、Ｓｓ４）。
【０２５５】
　そして、制御テーブル２０３ａは、現在から一定期間先までの時刻毎に、取得された蓄
電量および蓄熱量の各々に、取得された制御パラメータが対応付けられたデータを記憶し
てもよい（Ｓｒ４）。
【０２５６】
　つまり、それぞれの時刻について、取得された、その時刻における、特定された組合わ
せのデータが記憶されてもよい。
【０２５７】
　そして、需給制御部２０４は、現在の時刻情報を取得するとともに、蓄電システム１０
２および貯湯槽１０５の各々から現在の蓄電量および蓄熱量を取得してもよい（Ｓｒ５）
。
【０２５８】
　そして、需給制御部２０４は、これらの取得をした後、取得した時刻情報、蓄電量、蓄
熱量を用いて、制御テーブル２０３ａの中から、対象の制御パラメータを特定してもよい
（Ｓｒ５）。
【０２５９】
　そして、需給制御部２０４は、特定された制御パラメータに基づいて、蓄電システム１
０２および熱源装置の動作制御を行ってもよい（Ｓｒ５、Ｓｑ１）。
【０２６０】
　なお、つまり、蓄電システム１０２等は、行われる動作制御により特定される、当該蓄
電システム１０２等の動作を行ってもよい（Ｓｑ１）。
【０２６１】
　そして、需給計画部２００は、所定の発電システム（需給制御装置３００が設置された
住宅に１０１に設けられた太陽光発電システム１０１）で生成された電力を、蓄電システ
ム１０２と熱源装置とに配分するように制御パラメータを求めてもよい（Ｓｓ３）。
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【０２６２】
　つまり、制御パラメータが生成されることにより、その制御パラメータにより示される
第１の電力で、蓄電システム１０２の充電がされ、示される第２の電力で、熱源装置にお
ける、熱の発生がされてもよい。
【０２６３】
　すなわち、これにより、生成（発電）された電力（に含まれる余剰電力）が、蓄電シス
テム１０２の充電での第１の電力と、熱源装置での第２の電力とに配分されてもよい。
【０２６４】
　つまり、こうして、需給制御装置３００のメーカ等のサーバ１００ａにより、需給制御
装置３００が設けられた住宅における、機器で消費された消費電力等の情報が取得される
。
【０２６５】
　なお、取得される、消費電力の情報等は、例えば、メーカにより、その住宅の機器が故
障した際などに利用されてもよいし、その機器の種類と同じ種類の機器の研究・開発など
に用いられてもよい。
【０２６６】
　これにより、単に、蓄電システム１０２などに適切な制御がされる処理がされるだけで
、その他の余計な理が追加されるなど必要なく、故障等の際に利用される、消費電力の情
報が、メーカのサーバ１００ａにより取得される。これにより、簡単に、必要な情報の取
得ができる。
【０２６７】
　しかも、上述のようにして、求められた組合わせにおける制御パラメータ（Ｓａ３、Ｓ
ｒ５，Ｓｑ１などを参照）での動作制御がれ、適切な動作制御ができる。
【０２６８】
　なお、本需給制御システムは、１つのサーバ１００ａと、複数の住宅に設けられた複数
の需給制御装置３００が含まれてなるシステムなどでもよい。
【０２６９】
　そして、サーバ１００ａは、それぞれの需給制御装置３００から取得される消費電力等
（Ｓａ１などを参照）に基づいて、その需給制御装置３００のための予測、計画、送信な
どの処理（Ｓａ２、Ｓａ４などを参照）をしてもよい。
【０２７０】
　なお、制御テーブル２０３は、データを記憶する記憶部と考えられてもよいし、その記
憶部により記憶されたデータであると考えられてもよい。
【０２７１】
　なお、制御テーブル２０３のデータは、制御のポリシー（policy）を特定するデータで
もよい。
【０２７２】
　また、需給計画部２００は、ポリシーの最適化をするポリシー最適化部（optimizer）
でもよい。
【０２７３】
　以上、本発明について、実施の形態に基づいて説明したが、上記の実施の形態は単なる
一例である。つまり、本発明は、上記の実施の形態以外の他の形態により実施されてもよ
い。すなわち、本発明は、上記の実施の形態に限定されるものではない。本発明の趣旨を
逸脱しない限り、当業者が思いつく各種変形を上記実施の形態に施したものや、異なる実
施の形態における構成要素を組合わせて構築される形態なども、本発明の範囲内に含まれ
る。
【０２７４】
　このように、本技術では、複数の構成（図２などを参照）が組合わせられて、相乗効果
が生じる。これに対して、知られた先行例では、これら複数の構成の一部または全部を欠
き、相乗効果を生じない。この点で、本技術は、先行例とは相違し、先行例よりも優れる
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【０２７５】
　なお、本発明は、装置、システムなどとして実現できるだけでなく、その装置等を構成
する処理手段をステップとする方法として実現したり、それらステップをコンピュータに
実行させるプログラムとして実現したり、そのプログラムを記録したコンピュータ読み取
り可能なＣＤ－ＲＯＭなどの記録媒体として実現したり、そのプログラムを示す情報、デ
ータ又は信号として実現したりすることもできる。そして、それらプログラム、情報、デ
ータ及び信号は、インターネット等の通信ネットワークを介して配信してもよい。
【０２７６】
　なお、本発明について、実施の形態に基づいて説明したが、本発明は、上記の実施の形
態に限定されるものではない。本発明の主旨を逸脱しない限り、当業者が思いつく各種変
形を本実施の形態に施したものや、異なる実施の形態における構成要素を組み合わせて構
築される形態も、本発明の範囲内に含まれる。
【産業上の利用可能性】
【０２７７】
　本発明に関わる需給制御装置は、運転計画手段と制御テーブルとを有し、建物のエネル
ギーコストまたは環境コストの低減に有用である。
【符号の説明】
【０２７８】
　１００、３００　　需給制御装置
　１０１　　太陽光発電システム
　１０２　　蓄電システム
　１０４　　ヒートポンプ
　１０５　　貯湯槽
　２００　　需給計画部
　２０１　　需要予測部
　２０１ｇ　取得部
　２０１ｈ　予測処理部
　２０２　　システムモデル入力部
　２０３、２０３ａ、２０３ｂ　　制御テーブル
　２０４　　需給制御部
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